事業用建物の賃貸借法に関する日米比較の一考察（第一部) : 特にテナントの中途解約と賃貸人の損害軽減義務を中心に by 竹村 公一 & Koichi Takemura
論説
事業用建物の賃貸借法に
関する日米比較の一考察（第一部)
特にテナントの中途解約と賃貸人の
損害軽減義務を中心に
竹 村 公 一
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 99(174)
（第一部）
第一章 はじめに (問題の所在と本論文のねらい)
第二章 アメリカ法における事業用建物の賃貸借
１．アメリカの賃貸借法制の概要
２．賃借権の種類とその内容
第三章 建物賃借人の中途解約と貸主の損害軽減義務に関する判例
１．Ａグループ（残存期間に対する借主の賃料支払義務が問題と
なった判例）
２．Ｂグループ（貸主の損害軽減義務が問題となった判例）
（第二部）
第四章 損害軽減義務を認めないニューヨーク州
第五章 賃借人と賃貸人の義務
１．賃借人の義務
２．賃貸人の義務（特にその損害軽減義務を中心に）
３．小 括
第六章 損害軽減義務についての日本における議論
第七章 おわりに
（第一部）
第一章 はじめに (問題の所在と本論文のねらい)
いわゆるバブル経済崩壊後の景気後退の際，全国の大型ビル (オフイス，
店舗等の事業用建物) の賃貸借契約において，期間の定めがあるにもかか
わらず，核となるキーテナントの中途解約が相次いで発生したが，貸主側
としては借主の半ば一方的な解約に仕方なく応じていたのが実情である。
しかし，倒産手続きの枠組みの中で処理されるのはやむを得ないとしても，
借主側の目論見違い，すなわち借主側の経営能力不足，経営判断ミスでの
売上不足を理由に中途解約する場合，貸主側までその損失を被らなければ
ならないのであろうか。特に，借主が新しいテナントを貸主に紹介したも
のの従前の賃料よりもかなり安くなる場合も多く，また新しいテナントを
紹介することもなく一方的に撤退している例も見られる。このような場合
に，借主側から何の補償等もなく，なぜ貸主がその損失を負担しなければ
ならないのか，非常に疑問である。特に大都市圏の郊外で新たに開発され
た複合商業施設において，そのような事例が多く見られ，その地域におい
ては深刻な問題になっていた場合もある。このような借主側からの一方的
な中途解約を野放図に認めているとゴースト・タウン化した大型ビルの発
生を加速し，日本経済の低迷化，凋落化を招くことにもなる。
上記のように新たに開発された複合商業施設の場合，地域開発としての
色彩が強いため，そのキーテナントを誘致したことによりその建物の不動
産事業としての命運が決定されており，そのキーテナントのために設計仕
様が施されているのが通常である（例えば，スーパーを誘致したらスーパ
ー向けに構造，仕様がなされるし，地元民もスーパーが開店することを期
待する)。そのため，事業が稼動し始めた途上でのキーテナントの突然の
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100(173) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
退店は地域経済に与えるダメージにも相当大きいものがある。
ところで，日本においては，ビルの賃貸借契約に民法および借地借家法
が適用されるのだが，借地借家法はその元となった（旧）借地法，(旧）
借家法と共に，借主を，原則として住宅の個人借主であることを想定し，
できるだけこれを保護しようとしている。
(１)
そして，そのような借主保護の
考え方を基調とする借地借家法がテナントビル等事業用建物にまで適用さ
れるために，逆に貸主に不公平な結果を招いているように思われてならな
い。
(２)
住宅の個人借主と事業用ビルの大型テナントとでは，その資金力，使
用目的，使用面積，内装造作等において大きな違いがある。特に事業用ビ
ルの場合，資金力や不動産ビジネスの知識において借主のほうが優位に立
つ場合が多く見受けられる。したがって，大規模ビルのキーテナントにま
で，この借主保護の考え方を適用するのは，公平な見地から見て妥当性を
欠くのではないか。この点についての先行研究や判例は少なく，どちらか
というと未開拓の領域とも言える。しかし，近年の商業ビルの大規模化，
テナント１社の占める面積の増大化により，不動産ビジネスの世界では大
きな法的問題となりつつある。そこで筆者は，すでにその見解を，訴訟や
和解事例をも示しながら，将来への提言等をも含めて示したしだいであ
る。
(３)
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 101(172)
(１) たとえば，解約に関し，借地借家法27，28条においては，賃貸人から
の解約（更新の拒絶も含む）について告知期間や正当事由等の厳しい制限
を設けているが，賃借人からの解約についてはこのような制限はない。ま
た，同36条１項における賃貸借の承継の規定 (｢居住の用に供する建物の
賃借人が相続人なしに死亡した場合において，……権利義務を承継する｡｣)
は，その内容からも個人の居住用の賃貸借を想定しているものと思われる。
(２) 具体例として，賃貸人からの解約・明渡しの請求については借地借家
法27，28条において正当事由等の厳しい制限があるが，賃借人から解約・
明渡しを行う場合，賃貸人にこれを引き止める手段は与えられていない。
(３) 拙稿「事業用建物の賃貸借と借地借家法 あるキーテナントからの
筆者は永年に渡り，不動産ビジネスの世界で契約業務や紛争処理，予防
法務等に携わってきた。特に，大型複合商業ビルの所有者（貸主）側の会
社において，テナントとの契約実務に深く関わり，前記論文で取り上げて
いる，キーテナントである借主側からの一方的な中途解約により，ビル事
業そのものが継続しがたい状況に陥った経験がある。このような自己の実
務経験から出発した疑問点を中心に，前記論文においては，自己の経験
した具体的事例の紹介（出発点)，このような事例に関する判例・和解
事例の紹介と検討，借家法の立法・改正の歴史を背景とした上記事例に
関する学説等の紹介並びに検討，今後の課題として，事業用建物定期賃
貸借に関する明文規定創設に向けての提言等を行ってきた。
今回，筆者は，大型ショッピングセンター等商業用施設の先進国であり，
また，不動産ビジネスが最も発達している国とされるアメリカ合衆国での
上記問題の取り扱いに関心を持ち，同国では事業用建物の賃貸借における
賃借人の契約違反（特に期限の定めのある賃貸借契約における中途解約）
をどのように取り扱っているのかということを本稿にて紹介することを試
みた。手順として，アメリカの不動産賃貸借法制の特に建物についての基
本的考え方を概観した後，関連の判例・学説を紹介・検討し，それらで述
べられているアメリカにおける事業用建物の賃借人の義務，及び賃貸人の
損害軽減義務についても述べることにしたい。もちろん，ドイツ法・フラ
ンス法の大陸法を源とする日本法と，歴史的形成過程が大きく異なる英米
法とでは，解釈論において単純に比較することはできない。しかし，大陸
法と英米法という相違点や日米という違いはあっても，同じビジネス社会
において行動する人間という観点から，事業用建物の借主からの中途解約
というものをアメリカではどのように捉えているのかという事を考察する
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102(171) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
中途解約をめぐって」関西学院大学法政学会「法と政治」57巻３･４号
(2006年12月発行)－51頁以下
のも意義深いものと思われ，また，日本の建物賃貸借法制度に何らかの示
唆を与えることができればとも思い，筆を執った次第である。
第二章 アメリカ法における事業用建物の賃貸借
１．アメリカの賃貸借法制の概要
（１）アメリカの不動産法はイギリスから継受したものであり，その移植
は植民地時代から行われ，19世紀の半ばにはほぼ完了していた。その当
時のイギリスの不動産法は，中世封建時代に国王裁判所の判例によってそ
の基礎が定められたもの，すなわちコモンローであった。コモンローの不
動産法は，本国イギリスでは1920年代に国会の制定法
(４)
によって抜本的に
改革されたが，アメリカではそのような改革が行われることなく今日に至
っている。したがって，今日のアメリカの不動産法は，基本的な枠組みに
おいて，現在のイギリス法よりも古典的，コモンロー的であるということ
が指摘されている。
(５)
（２）ここで，アメリカ法における賃貸借法制の基本的なことがらについ
て述べておきたい。まず，借地借家の法的形式であるリースホールド
(leasehold) の概念であるが，リースホールドとは確定期限付きの土地保
有権であり，“ownership measured in terms of duration”（期間の定まった
所有権＝寿命のある所有権）とされる。
(６)
土地保有権は，不確定期限のもの＝フリーホールド freehold と，確定
期限のもの＝リースホールド（日本での賃借権の概念とほぼ同じ）とに分
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 103(170)
(４) たとえば，1925年財産法 (Law of Property Act 1925) 等。
(５) 望月礼次郎「現代都市問題と借地・借家」日本不動産学会誌３号30頁
（1985）
(６) RESTATEMENT OF PROPERTY9 (1936).
類され，フリーホールドはさらに，相続可能な単純封土権 fee（日本での
所有権の概念とほぼ同じで，権利者はその土地を自由に使用，収益，処分
できる）と相続不可能な生涯保有権 estate for life（権利者の生存中又は
第三者の生存中に限り存続する，その存続期間を誰の生存中に限るかは当
該権利の設定行為による）とに分けられる。これらの権利はいずれも土地
を占有（排他的に支配）できる権原として同列に扱われる。
これを図に示すと以下のようになる。
したがって，リースホールドの設定（日本流に言うところの賃借権の設
定）は，より大きな土地保有権（フリーホールド，もしくは他のリースホ
ールドという場合もある）から，より小さな土地保有権を切り取って与え
ることとされ，フリーホールドの処分と同じ物権行為であるとされる。
(７)
日
本法においては，借地契約における単なる土地の賃借権の設定というのは
債権的行為であり，この点が日米において基本的に異なるということを指
摘しておきたい。というのも，第三章１(４)で述べるように，英米法にお
いては，賃貸借すなわち賃借権の設定行為をした場合，その賃貸借の期間
中は，借主はあたかも目的物の所有権を与えられたのと同様の効果を得る
ことになる。
(８)
借主は目的物の使用・収益はもちろん，残存期間分に関して
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土地保有権 フリーホールド (不確定期限) fee（相続可能なもの)
リースホールド (確定期限)
estate freehold estate for life（生涯保有権)
leasehold
104(169) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(７) 望月礼二郎「アメリカの借地・借家制度」稲本洋之助他編『借地借家
制度の比較研究 欧米と日本』176頁（東京大学出版会，1987）
(８) なお，アメリカにおける賃貸借では固定資産税が借主負担であるとい
うのも，こういう考え方によるものと思われる。
は賃借権の譲渡（処分）も原則として可能ということになる。したがって，
貸主にとっては，約定期間分の賃料さえ支払ってもらえれば，その期間内
の当該賃借権の譲渡も自由ということになる（ただし，賃借権の譲渡や転
貸に関しては，貸主の許可を必要としている契約も多い)。たとえば，10
年間の期間で賃借権を設定したならば，５年目から１年間だけを切り取っ
て他の借主（新賃借人）に賃借権を譲渡することも可能である。その場合，
新賃借人が賃料支払の不履行をすれば，その責は従前の契約の借主が負う
ことになる。賃借権が新賃借人に譲渡されていようが，賃料支払に関する
最終的な責は従前の借主にあり，貸主はその借主に請求すればよいという
考え方である。この点，日本法においては，期間の一部分だけを切り取っ
て賃借権を譲渡するということを可能にする法制度はなく，貸主の承諾を
得て賃借権の譲渡を行った場合，その時点で従前の契約の借主との賃貸借
関係は終了することになる。そして，従前の借主は契約関係から離脱する
ことになり，賃料支払義務もなくなる。ところが，英米法においては（従
前の借主が離脱するということはなく）どちらかというと日本法における
転貸借に近い考え方を採用しているようである。第五章２(２)①で後述す
るが，英米法における不動産の賃借権は元々土地の賃借権に由来し，その
期間の土地における使用収益の権利の移転を受けたものであり，現代の日
本の賃貸借におけるような継続的な権利義務関係という概念としてとらえ
てはいなかった。これは，16世紀のイギリスにおいて発生した考え方で
あるが，当時イギリスにおいて土地を賃貸するということは，(土地の）
借主が資金を必要とする地主に対してその資金を貸し付け，その代わりに
土地を一定期間借りるという金融（融資）の一手段として発展したという
経緯から出現した考え方のようである。このような点が日本法における賃
貸借の考え方と根本的に異なっており，非常に興味深いものがある。
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 105(168)
（３）リースホールドの対象は，本来土地であるが，アメリカではイギリ
スと同じく，建物も土地の一部とされるため，上記の考え方は建物（建物
の中の一部分や一室の場合をも含む）を借りる場合にも同じ考え方が適用
される。土地は，縦，横および高さをもって区画される。たとえば，地上
30フィートから40フィートまでというように立体的に区画された空中空
間も一個の土地として独立の土地保有権の客体になりうる。また，ビルの
一部分とか一室について設定されるリースホールドも，同じような仕方で
区画された土地の保有権として考えられる。
（４）リースホールド，すなわち確定期限付賃貸借は上述したように，そ
の期間中所有権を移転したものに近いものと考えられ，基本的には権利の
引渡し (conveyance)
(９)
であり，賃貸借をすることと所有権を移転すること
との間に本質的な差異はないものとされる。
(10)
すなわち，賃貸借の本質は目
的物を使用収益できる占有であり，占有は所有権に限りなく近い観念であ
ったため，両者には区別がつけにくかったのである。そのため，借主の賃
料支払義務というのは，いわば売却代金の分割払いに等しく，その支払債
務は当然の義務であった。したがって，賃貸借において借主からの中途解
約があった場合，残存期間の賃料に関しては借主に延滞賃料の支払債務が
当然残るという考え方がなされていた。しかし，アメリカ法においては，
近年このような考え方に修正が加えられるようになってきた。すなわち，
借主の中途解約の場合にも，借主に残存期間分の賃料相当額の支払いの責
は依然として残るのが原則であるが，その支払いは契約法上の損害賠償義
務と考えられるようになってきている。そのため，もう一方の当事者であ
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106(167) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(９) E. H. BURN, MODERN LAW OF REAL PROPETY, 16th Ed. at 405406
(Butterworths, 2000).
(10) 國生一彦『アメリカの不動産取引法』(商事法務研究会,1987）104頁
る貸主 (債権者) においてもその損害軽減義務があるという契約法の考え
方が採用されるようになってくるのであるが，この点については第三章２
以下および第五章２以下で後述することとする。このように，アメリカ法
においては，物権法的な性格をもつ賃借権の不履行の損害算定に関して，
契約法的な考え方が取り入れられる州が見受けられるようになってきたの
である。
(11)
２．リースホールドの種類とその内容
リースホールドは，①定期賃借権 (tenancy for a term または estate for
years）②周期賃借権 (tenancy from year to year または periodic estate）
③随意賃借権 (tenancy at will）④黙認賃借権 (tenancy at sufferance) の
４つに分けられるが，これはイギリス法における分け方とまったく同じで
ある。
(12)
①の定期賃借権とは，期間がはじめから定まっている賃借権のことであ
り，単に賃借権というときは，この定期賃借権のことを言う。estate for
years という名称の通り「数年の期間」という意味になり，これがリース
lease，日本法で言う賃貸借の代名詞にもなっている。定期賃借権は明示
により設定されるのが通例である。そして，当該一定期間が満了すれば賃
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 107(166)
(11) 日本民法では，賃貸借は債権法の契約の中の一形態であるが，アメリ
カ法においては，賃貸借と契約とは並列的で別個独立した概念である。
(12) 三好啓信「不動産，不動産取引法（上)」国際商事法務11巻10号697
698頁（1983）
E. H. BURN, MODERN LAW OF REAL PROPETY, 16th Ed. at 386393, 399414
(Butterworths, 2000).
ROGER BERNHARDT & ANN M. BURNHART, REAL PROPERTY IN A NUTSHELL, 5th Ed.
at 4349, 115119 (Tomson West Publishing co., 2005).
BARLOW BURKE & JOSEPH SNOE, PROPERTY 2nd Ed, at 225228 (Aspen Publish-
ers, 2004).
借権は自動的に終了するのだが，賃借人からの中途解約はできない。ただ
し，中断条項 (break clause) により，期間の途中で，例えば３年目とか
７年目に，一方から終了通知を発することができるとすることも可能であ
る。しかし，そうでない限り，たとえ借主からであっても期間途中で解約
することはできない。
②の周期賃借権は，特定の期間を単位とする賃借権であり，期間到来に
より，さらに同一単位期間の賃借期間が始まり，何もしないとこの更新関
係が永久的に続くことになる。ただし，単位期間終了前の一定の時期まで
に，賃貸人・賃借人のいずれかから更新をしないことの通知（終了通知
notice to quit）をすれば，当該賃貸借は単位期間満了時に終了する。たと
えば，１年間の周期賃借権であれば，１年の到来によりさらに１年間自動
更新されるが，半年の予告期間を設けて終了通知をすれば，期間満了によ
り終了することになる。１年より短い周期のものはそれと同一の予告期間
を設けるのが原則である。
③の随意賃借権と④の黙認賃借権は本稿にはあまり関係がないので省略
させていただくこととするが，いわゆる①の定期賃借権と②の周期賃借権
がいわゆる賃貸借の典型とされている。
第三章 建物賃借人の中途解約をめぐる判例
ここで，中途解約した場合の賃借人の賃料支払いをめぐる判例を紹介し，
筆者が本稿で提起している問題点を，アメリカの裁判ではどのように判断
しているのかということを検討したい。
建物賃借人の中途解約に関しては，残存期間の賃料支払い義務が借主に
あるか否かを争った判例と，貸主の損害軽減義務が問題となった判例とに
大きく分けられる。後者の貸主の損害軽減義務が問題となった判例とは，
賃貸人においても，明渡しを受けた目的物を他の借主に賃貸する等積極的
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に自己の損害を軽減すべき義務（損害軽減義務）をつくさなければならず，
それによって得られたであろう賃料相当額を損害額算定に当たって斟酌す
るという考え方を取り入れた判例のことである。本稿は，そもそも賃貸借
におけるテナントの中途解約の問題を，アメリカ法ではどのように取り扱
っているかということを調べ，日本法と比較検討することを目的としてい
た。しかし，調査研究を進める内に，アメリカ法においては，州により，
建物賃貸借の貸主にも損害軽減義務を課すことを認めるということが分か
ってきた。これは，日本法においてはあまり一般的ではない考え方である
ため，今回，特にこの貸主の損害軽減義務にもひとつの焦点を当てて紹介
することとした。
本章では，１のＡグループにおいては，残存期間中の借主の賃料支払い
義務が問題となった判例を紹介し，２のＢグループにおいては，残存期間
の借主の賃料支払い義務を認めるものの，貸主においても損害軽減義務を
つくすべきであるということが問題となった判例を主に紹介する。
(13)
１．Ａグループ（残存期間に対する借主の賃料支払い義務が問題となった
判例）
このＡグループの判例に関しては，20世紀初頭の頃から今日に至るま
で，借主の中途解約の場合，原則として借主には期間満了までの賃料支払
い義務があるという考え方が基本的に定着している。これは第五章で述べ
るように元々はコモン・ローの影響を強く受けているためであり，この賃
料支払義務については争うことがあまりなかったようである。したがって，
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(13) 本稿においては，判例を全ての州から網羅したわけでもなく，現段階
で筆者が入手できた判例に限定されていること，並びにそれらの判例はア
メリカの論説やテキスト等に挙がっているものであることを付言しておき
たい。
これに関する判例はそれほど多くはないが，筆者が入手できたものを以下
に紹介することとしたい。ただし，賃料支払の義務と同時に，貸主の損害
軽減義務が問題となっている判例もあるが，ここでは賃料の支払いという
観点から取り上げることとする。
（１）Gustave Stomps v. Charles Stewart 事件
(14)
（オハイオ州モンゴメリー
郡一般訴訟裁判所1912年11月６日判決）
本件の目的物が事業用か居住用かは不明であるが，建物賃貸借契約にお
いて，賃料月額75ドル，契約期間は1912年３月16日から１年間であるが，
更に１年間だけ契約期間を延長するという特約，すなわち計２年間の約定
契約期間があった。ところが，借主は，貸主の同意なく，また契約期間の
定めに反して，本物件を中途で解約し明け渡した。そこで，原告である貸
主が残りの期間の賃料（75ドル×３か月分）225ドル及び利息を支払うよ
うに求めたものである。これに対し被告・借主は，目的物件を明け渡した
のだから賃貸借契約は解約されており，貸主は損害賠償のみを請求するこ
とができるのであって，賃料については請求できないと主張した。
裁判所は,「借主は，貸主の同意なしに賃貸借契約を終了させることは
できない」とし，さらに「借主が目的物件を明け渡したことを，貸主が知
っていたという事実によって，賃貸借契約が解除されたものということに
はならない」として,「貸主は未払い賃料そのものを損害賠償として請求
できる」と判示した。
事
業
用
建
物
の
賃
貸
借
法
に
関
す
る
日
米
比
較
の
一
考
察
（
第
一
部)
110(163) 法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月)
(14) Gustave Stomps v. Charles Stewart, 24 Ohio Dec. 452 (1912).
（２）ULVA Hudkins Wilson v. The National Refining Company 事件
(15)
(カ
ンザス州最高裁判所1928年５月５日判決)
本件は，事業用建物の賃貸借を５年間の契約で借主が借り受け，３年近
く使用していたが，残り２年余りの契約期間を残して，借主が中途解約し
目的物を明け渡した事案である。なお，契約の始期，借主の業種等の詳細
は不明である。
前記借主の明け渡しに先立ち，借主は中途解約の通知を貸主に送付して
いる。そこで，貸主は新しい借主を見つけるための行動を起こし，かつ従
前の借主に対しては残存期間の賃料についてその支払いの責を負う旨の通
知を送っている。
本件は，貸主が次の借主を見つける，すなわち再賃貸の行動を取ってい
ることは借主の中途解約並びに明け渡しを容認したものであり，残存期間
の賃料について，借主はその責を負わないものと主張して争ったものであ
る。
本判決は，どのような状況下においても，貸主の再賃貸の行動をとるこ
とがすなわち借主の放棄に同意したものであるとは言えないものと判示し，
残存期間の賃料相当額について借主の支払義務を免れさせるものではない
として，原審の判決を維持している。
そして，貸主の取った再賃貸の行動は貸主として自己の損失をできるだ
け抑えようとした当然の行動であり，それがすなわち借主の主張するとこ
ろの中途解約の容認にあたるものではないと判示した点に意義があるもの
と思われる。なお，本件当時には，アメリカ法において未だ貸主の損害軽
減義務の概念が明確には発生していなかったようである。
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(15) ULVA Hudkins Wilson v. The National Refining Company, 126 Kan. 139
(1928).
（３）John W. Lawson v. C. E. Callaway 事件
(16)
(カンザス州最高裁判所1930
年12月６日判決)
本判決は，原審において残存期間分の賃料につき借主はその責を負うも
のと判断されたが，貸主にも損害を軽減するための相応の努力が要求され，
その損害額を算定するに当たり，貸主が軽減義務を尽くしたか否かをも斟
酌すべきであるとして原審へ差し戻した事案である。すなわち，基本的に
は中途解約の場合，借主には残存期間分の賃料支払い義務があるとした上
で，貸主にもその損害を軽減する義務があるものとして，損害額算定に加
味すべしとしたもので，次の２のＢグループにもまたがる判決であるとい
えよう。
事実の概要は次の通りである。原告である貸主 Lawson は，被告である
借主 Callaway に対して，1928年９月，カンザス州ローレンス市の居住用
不動産を賃貸した。期間は２年であり，賃料は月額50ドルとされていた。
そして本件賃貸借には，借主は，貸主の書面による同意がなければ転貸や
賃借権の譲渡はできない旨の約定が含まれていた。’29年９月，借主は目
的物件を転貸したいと思っていることを貸主に告げ，その許可を書面でも
らえるように要求した。しかし，貸主はこれを拒否したため，借主は ’29
年９月中旬，目的物を明け渡した。その後，すぐに Creason という人物
が目的物を賃借する件で貸主の許を訪れている。貸主は目的物は既に貸し
出されていると告げて，Creason には貸さなかった。この Creason とい
う人物は，おそらく借主 Callaway の指図で送り込まれたものとされてい
るが，貸主がそういう事実を知っていたかどうかは不明である。
借主は，貸主からの請求があったにもかかわらず，明渡し後の賃料を支
払うこともなかったし，一方，貸主は借主の明渡し後，次の新しい借主を
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(16) John W. Lawson v. C. E. Callaway, 131 Kan. 789 (1930).
確保するための努力もしなかった。
ここで，本判決は結論として次のように述べている。
従来の考え方に従うのなら，①原告（貸主）Lawson は，被告（借主）
Callaway が目的物を他人に転貸することに対して，その意に反して書面
による同意を与える義務はない，②貸主は，目的物を借主が明け渡したこ
とを知ったとしても，第三者に賃貸するためのいかなる手段をも講じる義
務はない，と判断されていたであろうし，原審もそういう考え方であった。
しかし，本判決は，契約の一方当事者に違反があった場合，もう一方の当
事者は，たとえ結果として損害の拡大を防ぐことができなかったとしても，
その損害の拡大を防止するために合理的な努力を払う義務があるものとし，
損害額算定に当たり斟酌すべきものと判示している。そして，このことが
合衆国における（当時の）当局の考え方と矛盾しているように見えたとし
ても，不動産の賃貸借に関しては，カンザス州における当時の一貫した考
え方であるとも判示している。
本判決を評価するに，不動産の賃貸借において借主が契約期間の途中で
目的物を放棄して明け渡した場合，貸主の損害額を算定するに当たり貸主
が損害軽減義務の努力を尽くしたか否かをも斟酌すべきであると判示して
はいるものの，やはり貸主はその借主から残存期間分の賃料を得ることが
できるのを大原則としているため，本Ａグループにて紹介した次第である。
（４）Rosemond T. De Hart et al. v. Joseph Allen 事件
(17)
（カリフォルニア州
最高裁判所1945年８月21日判決）
1931年８月１日，原告である貸主は被告・借主に対し居住用建物を契
約期間５年，賃料月額250ドルにて賃貸した。その後の ’33年12月，借主
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(17) Rosemond T. De Hart et al. v. Joseph Allen, 26 Cal. 2d 829 ; 161 P. 2d 453
(1945).
は貸主の同意を得て賃借権を譲渡した。新賃借人は，２か月間は賃料を支
払ったが，その後目的物件を放棄して行方をくらました。そこで，貸主は
当初の契約の残存期間分である1936年７月31日までの賃料につき従前の
借主に請求をした。これに対し，従前の借主は，貸主が賃借権の譲渡を承
諾しているため，その時点で借主の賃料支払い義務も終了しているとして
争った事件である。
カリフォルニア州最高裁判所は,「賃借権の譲渡は通常，貸主に対する
借主の義務を終了させるものではない」と判示し，当初の賃貸借期間の残
存期間がまだ存在する場合，貸主は期間満了までの未払賃料を従前の借主
に請求できる権利を有するものとしている。
また，目的物件が放棄された後は（後述するように）貸主においてその
損害軽減義務が問題となることが多い。そこで，損害軽減のための再賃貸
(rerent)，すなわち新しい借主を見つけるための努力もした（本件では結
局，新しい借主は見つからなかった）が，それによって従前の借主に対し
損害賠償（ここでは残存期間満了までの賃料相当額）を請求することを禁
じているものでもない，と判示している。
本件に関しては英米法における賃貸借の考え方が日本法におけるそれと
は根本的に異なるということが如実に示されている。すなわち，第二章１
(２)ですでに述べたように，英米法においては，賃貸借をする，すなわち
賃借権の設定があれば，その賃貸借の期間中は，借主はあたかも目的物の
所有権を与えられたのと同様の効果を得ることになる。借主は目的物の使
用・収益はもちろん，残存期間分に関しては原則として賃借権の譲渡（処
分）まで可能ということである（ただし，譲渡・転貸については貸主の承
諾を必要とする契約が多いのが実情である)。したがって，貸主にとって
は，約定期間分の賃料さえ支払ってもらえれば，借主によるその期間内の
当該賃借権の譲渡も自由であり，賃借権の設定は（日本法と異なり）物権
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法的な性格をもつ行為とされているのである。
(18)
しかし，新賃借人が賃料を
支払わなければ，その責は従前の借主が負うことになるということもすで
に述べたとおりである（第二章１(２))。賃借権が新賃借人に譲渡されて
いようが，賃料支払に関する最終的な責は従前の借主にあるということで
あり，この点日本法の転貸借に近い考え方をしていることも同様に前述し
たとおりである。
ちなみに，近時，日本においても類似の考え方として「定期所有権」
(19)
な
るものが現れているが，この件に関しては稿を改めて述べてみたい。
なお，本件においては，空室になった目的物を貸主が取り戻して新しい
借主を見つけた場合であっても，新しい賃料が従前の賃貸借契約における
約定の賃料よりも安ければ，その差額相当額を従前の借主に請求すること
もできる旨判示しているのだが，この件については，後述するＢグループ
の判例の中における，貸主の損害軽減義務とも密接に関連する問題なので，
そちらの方で詳述することにしたい。
（５）Anderson et al. v. Andy Darling Pontiac, Inc. 事件
(20)
（ウイスコンシン
州最高裁判所1950年６月30日判決)
本件は，事業用建物の貸主が，その借主の目的物件における事業場に雇
用され，賃貸借契約と雇用契約とが同時に締結されるという特異な事例で
ある。本件においては，賃貸借もしくは雇用契約のどちらかが終了すれば，
もう一方の契約も終了するという特約がなされている。そして，借主の事
業用建物賃貸借の中途解約があり，目的物を取り戻した貸主の行為が借主
の目的物の放棄 (surrender) の容認に当たるか否かが争われた。
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(18) 前記第二章１(２)(４)参照。
(19) (財)土地総合研究所 『定期所有権活用マニュアル』 (ぎょうせい, 1998）
(20) Anderson et al. v. Andy Darling Pontiac, Inc., 257 Wis. 371 (1950).
事実関係は次の通りである。
原告（貸主）の Anderson 夫妻は事業用建物の共有者であり，そこでは
夫 Donald R. Anderson が車の修理業を営んでいた。1948年６月30日，被
告(借主)・Pontiac 社は４年２ヶ月の賃借期間，賃料月額250ドルという
条件で上記建物を借り受け，さらに別の契約にて Donald R. Anderson を
雇用し，報酬として月額250ドルに純利益の40％を加算するという条件に
て上記建物において自動車修理業を任せた。これら，賃貸借と雇用の両契
約とも書面によってなされた。そして，おのおのの契約書には，当該契約
は他方の契約の終了があれば，共に終了する旨の条項が記載されていたの
である。
10ヵ月後の ’49年４月１日，原告・被告の間において事業の運営方法に
関して食い違いが生じ，借主（被告）は貸主（原告）に対して両方の契約
を終了させたい旨の通知文書を送付した。これに対し，同年４月29日，
貸主は次の主旨の文書を借主に送っている｡「貸主である我々 Anderson
夫妻は ’49年５月１日に目的物を取り戻し，損害軽減目的のため自ら再占
有する。そして，これは借主の契約違反に基づくものであり，自分たちの
法的な権利を放棄するものではない｡」
’49年４月30日，借主は目的物を明け渡した。直ちに，貸主は目的物を
取り戻し，自己名義にて事業を再開し，新聞紙上にて車の塗装，修理業を
再開する旨の広告を掲載している。そして，同年６月下旬，貸主は地元の
新聞折込チラシにて不動産業者を介し，テナントを求める広告も行ってい
る。
原告たる貸主は，自分たちの再占有は被告・借主の目的物放棄を容認す
るものではなく，それとは逆に損害を軽減するためだけになされたもので
ある旨借主に通知したものと主張している。本判決においては，貸主の意
思表明は彼らの行動と矛盾するものではないと評価しているものの，本件
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のように２つの契約の相互に依存する条項により，双方の契約は，借主が
目的物を明け渡し貸主がそれを取り戻した ’49年４月30日において終了し
ているものと判示したのである。というのも，本件のように２つの契約が
互いに密接な関連を有し，現実的には表裏一体になっている場合において
は，借主との雇用契約の終了が必然的に建物賃貸借の中途解約を意味する
ものであるという不可避の関係にあり，貸主もそれを十分に認識していた
ものと言える。したがって，貸主自身そこでの雇用関係の終了を認め，上
記目的物の貸主による取り戻しがあったのなら，借主の賃貸借の中途解約
に対する貸主の容認があったと認めざるを得なかったものとしている。す
なわち，原審と本判決のどちらにおいても，借主からの中途解約があった
場合，借主は残存期間の賃料相当額についての損害賠償債務を負うのを原
則としているが，本件事案のごとく，貸主が借主の中途解約の後，目的物
を取り戻し，２ヶ月間自己名義で，借主に雇用されていた時の事業（自動
車修理工場）を継続し，その後，テナント募集の新聞広告を行っていると
いう一連の貸主の行為は，借主の目的物明渡し（放棄）の容認に該当する
ものと認め，貸主の損害賠償請求を斥ける旨判示したのである。
本判決は，中途解約における借主の残存期間分の賃料相当額の支払い義
務を肯定するのを原則としつつも，本件のような特異な事例では，貸主の
行為の態様次第では借主の当該支払い義務を免じる旨の考え方を示したも
のといえよう。
（６）United States Rubber Company v. White Tire Company 他事件
(21)
（サウ
スカロライナ州最高裁判所 1956年12月31日判決)
本件は，10年間の事業用建物の賃貸借において，借主が中途解約をし
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(21) United States Rubber Company v. White Tire Company, Inc., et al., 231
S. C. 84 (1956).
たために，貸主が残存期間の賃料相当額の支払いと目的物を取り戻して新
しい借主を見つけるに際して要した諸費用とを借主に請求した事案である。
なお，本件は貸主の損害軽減義務についても触れた判例であるが，借主の
中途解約における残存期間分の賃料相当額の支払い義務が明確に認められ
た判例であるため本Ａグループに記載した次第である。
1951年11月６日付の契約書によると，Greenville市の土地所有者 United
States Rubber 社(代表者 Louise H. McDavid 夫人)は，同社所有土地をそ
の土地上に建築中の建物と共に White Tire Company へ賃貸した。契約条
件は，期間が上記建物完成日より10年間，賃料は年額7,000ドル，ただし
毎月分割にて当月分を各月の最初の日に前払いするというものであった。
原審においては，借主の残存期間中の賃料相当額の支払義務については
認められたが，貸主が新しい借主を見つけるための弁護士への報酬
(22)
等諸費
用については認められなかった。その後，新しい借主 (Whebster Oil
Company) が速やかに見つかったため，残存期間の賃料相当額については
請求せず，新借主を見つけるのに要した諸費用の支払い請求についてのみ，
貸主が上訴したものである。
これに対して，当サウスカロライナ州最高裁判所は，貸主には損害軽減
義務があることを前提にして，それに付随する諸費用，すなわち新しい借
主を見つけるために要した弁護士への報酬等に関しては貸主において負担
すべきものとして，貸主の主張を斥けている。
本件においては，速やかに次の借主が見つかったのであり，新借主を見
つけるための諸費用は，いわば受益者負担として貸主が負うべきものと判
断したように思われる。ただし，原審判決の前においては次の借主が見つ
かっていなかったため，原審において貸主が主張した残存期間の賃料相当
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(22) アメリカでは，建物の賃貸借のときでも，契約書作成から契約締結に
至るまで弁護士にその業務を依頼するのが一般的である。
額の請求については上述のごとく認められている点に注意したい。
（７）Kulm v. Coast to Coast Stores 他事件
(23)
(オレゴン州最高裁判所1969
年12月30日判決)
本判決は，事業用建物の賃貸借の当事者が当該賃貸借の更新をするとい
う契約（更新契約）を締結した後，借主が更新契約の期間が始まる前に建
物を明け渡したため，貸主が契約更新された期間分の賃料を借主に請求し
た事案である。
1963年５月31日，貸主・借主両当事者は，同年12月31日で満期を迎え
る原賃貸借を更新するための契約（更新契約）を締結した。この更新契約
に基づく賃貸借の期間は ’64年１月１日に開始するものであった（更新の
期間は原文に明記されていないため不明である)。ところが，被告・借主
は更新開始前に一方的に目的物を明け渡したため，’65年７月に原告・貸
主は更新契約の約定に記載されている期間分の賃料相当額の請求を求めて
本件訴を起こしたものである。
原審では，原告の請求内容が更新契約に規定された正当な賃料の相当額
である点を認めてはいるものの，更新契約の始期以前に被告が目的物を明
け渡している故，賃貸借の約定違反としては賃料相当額の支払いを求める
ことはできないとして，貸主である原告の訴を斥けている。当裁判所にお
いても原審と同じ考え方を維持し，原告の上訴を棄却している。しかし，
当裁判所においては，判決理由に以下の点が付記されている。すなわち，
上述のように更新契約が履行期に入っていなかったため，原告は未払い分
の賃料を請求することはできないが，更新契約の契約違反に基づく損害賠
償はできるものとしている。そして，履行されていれば得られたであろう
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 119(154)
(23) Kulm v. Coast to Coast Stores et al, 254 Ore. 608 (1969).
未払賃料相当分の請求額と更新契約不履行に基づく損害賠償請求額のどち
らの見解をとるにせよ，本件においては同じ結果に帰結するであろうし，
借主による取引の拒否である点に変わりはないものとして，更新契約不履
行に基づく損害額を算定してその分の支払を命じる旨判示している。
本件を考察するに，原告の請求の内容やアプローチの方法に問題があっ
たのであり，借主による一方的解約についてはなお借主に損害賠償を負わ
せるという基本的考え方については変わりはないものといえよう。ただ，
アメリカ法における考え方としては，賃貸借と契約というものは各々独立
した概念で並列の立場にあり，日本民法のように賃貸借が契約の中の一態
様として位置付けられているものではない。よって，上記のように，契約
違反に基づく貸主からの損害賠償は認めるものの，賃貸借の未履行分の賃
料を未払賃料（相当額）として請求することは認められないという結論を
もたらせている。
（８）J. Lawrence Millison v. Joseph A.Clark 事件
(24)
(メリーランド州上訴裁
判所1980年４月14日判決)
本件は，借主が目的物を占有することなく，また賃料を支払うこともな
く，その始期を徒過し，借主の目的物放棄や賃料不払いに合意していない
貸主は，原契約の期間よりも長い期間にて他の新しい借主に再賃貸したが，
新しい賃料は原契約の約定賃料よりも低額であったため，新しい賃料と原
契約の約定賃料との差額につき，原契約の借主に請求した事案である。
Ａグループの他の判例とやや趣を異にするのであるが，中途解約よりも
まだ以前，すなわち契約開始時以前における借主の賃料支払義務が認めら
れたものであり，中途解約における損害賠償義務と共通の考え方が現れて
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(24) J. Lawrence Millison v. Joseph A. Clark, 287 Md. 420 (1980).
いるものと思われ紹介した次第である。
事実関係は次の通りである。
借主はレストラン兼持ち帰り料理店を経営するために1972年６月22日
賃貸借契約を締結し，同年９月１日から10年間の賃貸借期間というもの
であったが，借主が目的物を占有することなく，また賃料を支払うことも
なく，その始期を徒過した。
争点は，原契約の借主が主張するごとく，貸主が他の借主に再賃貸した
ことが放棄 (surrender) の容認に当たり，従ってこの時点で原賃貸借契約
は終了しているのではないのかという点，一方で貸主から主張するように，
放棄の後，他の借主に再賃貸することはそれ自体終了の容認には当たらな
いのではないか，という点であった。
原審は，原契約の借主の上記主張を認め，借主には前記差額賃料の支払
義務はない，と判示した。そこで貸主が上訴し，これに対して今回，本判
決において貸主の主張を認めると共に，原審における放棄の容認は事実審
として誤った判決であると判示した。
判決理由の中で，争点となっている原契約期間を超えるような長い期間
にて，貸主が他の借主に再賃貸したことが法的に放棄の容認に該当するか
否かにつき，ロドフスキー判事は次の様に述べている。すなわち，原契約
よりもたとえ長い期間にて他の借主に再賃貸したとしても，法的な意味に
おいては，必ずしも放棄の効果を生じさせるようなものというものではな
く，放棄に該当するか否かを判断する際のひとつの要素に過ぎないもので
あるとし，この点につき審理不十分であるとして原審に差戻しを命じてい
る。また，貸主が新しい借主を見つけて再賃貸したという事実はあっても，
(その賃貸借期間の長短にかかわりなく）原賃貸借の借主はあくまでも不
履行を犯していることに変わりはない旨判示している。
このことから分かるように，賃貸借の終了に合意していない貸主は，た
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とえ他の新しい借主を見つけて再賃貸したとしても，そのこと自体で原賃
貸借が終了し，当該賃貸借の借主の賃料支払義務が免れるわけではない，
ということが言えよう。
（９）Crolley et al. v. Crow-Childress-Mobley 事件
(25)
（ジョージア州上訴裁判
所1989年２月14日判決）
1983年10月，クローリーが社長を務める会社（借主）が貸主と３年間
の約定期間で倉庫の賃貸借契約を締結した。ところが，’84年12月以降，
借主側は約定賃料を支払わなくなり，さらに３ヵ月後（85年３月）に目
的物を明け渡した。そこで，貸主は，空室になった倉庫をほかの新しい借
主に貸すこともできる状態ではあったが，借主に対して，残存期間の賃料
の支払いを求めて争った事例である。
裁判所は，借主によって契約期間の中途で放棄または明け渡された不動
産を貸主が占有して取り戻すことは，当該放棄または明渡しを承諾したこ
とにはならないと判示した。そして，このような場合，貸主は次のような
選択肢を有することになる。①契約を終了させてしまう，②発生するあら
ゆる損害の責を借主に負わせる一方で，他の借主を見つけることができる，
③借主から約定賃料の回収を図りながら空室のままにしておく，の３通り
である。
そして，上記の②も③も，放棄や明渡しに対する貸主の承諾を推定させ
ることにはならない。すなわち，未払賃料と残存期間の将来の賃料の支払
いを求めた貸主の請求を認めているのである。
本件でも，契約期間の途中で借主が目的物を放棄ないしは一方的な明渡
しをした場合，貸主は残存期間分の賃料を請求できるものとしているが，
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(25) Crolley et al. v. Crow-Childress-Mobley, 190 Ga. App. 496 (1989).
さらに一歩踏み込んで，このような場合に貸主が有する選択肢にまで言及
している点が注目される。
（10）Holiday Furniture Factory Outlet Corporation v. State of Florida, De-
partment of Corrections 事件
(26)
（フロリダ州上訴裁判所2003年８月21日
判決)
原告・貸主は被告・借主 (フロリダ州) に対し，５年間（1995年２月
１日～2000年１月31日）の約定期間で事業用建物を賃貸した。当該契約
には，貸主側において一定の改装を実施するという条件がつけられていた。
ところが，借主はその必要な改装が実施されていないと主張して，入居前
に契約を一方的に終了させてしまった。貸主は，当該改装は実施済みであ
ることを主張し，未払い賃料の支払いを求めて提訴したものである。
裁判所は，貸主側が改装を実施したことを認め，借主には５年間分の未
払い賃料の支払い義務があるものと判示している。
本件のごとく，期間を定めた建物賃貸借においては，たとえ借主が一度
も入居することなく建物を放棄した場合でも，貸主が契約通り履行の堤供
をしていた場合には，当該放棄は借主の契約違反行為となり，借主には未
払賃料の全額を支払う義務があるものとしている。その意味では前記(８)
の判例（Millison 事件）に似ているものと言えよう。
２．Ｂグループ（貸主の損害軽減義務が問題となった判例）
期間の定めのある賃貸借契約については，上記のごとく，基本的には借
主に残存期間の賃料（もしくは賃料相当額）の支払義務を課しているので
あるが，ここでは貸主における損害軽減義務の存否が問題となった判例を
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(26) Holiday Furniture Factory Outlet Corporation v. State of Florida, Depart-
ment of Corrections, 852 So. 2d 926 (2003).
取り上げてみたい。
損害軽減義務 (duty to mitigate the loss, duty to mitigate damages，回
避可能な損害の原則 avoidable consequences rule と呼ばれることも多い
が，本稿では損害軽減義務に統一しておく）とは，契約違反や不法行為か
ら生ずる損害の内，被害当事者が合理的に回避できる損害についてはそれ
を軽減する義務があることを言う。そして，これには２つの側面がある。
１つは，合理的に回避できる損害については損害賠償が認められず，被害
当事者自らの損害として受忍しなければならないとするものである。他の
側面は，合理的な方法で損害を回避する方法が行われたならば，たとえそ
れが成功しなくても，その損害は違反当事者に帰せしめることができると
するものである。
(27)
この損害軽減義務の考え方は，当初，売買契約や雇用契約における契約
違反，並びに不法行為の場合に多く見られていた。
① たとえば，売買契約について買主がその支払い債務を履行しなかっ
た場合に，売主から買主に対する代金請求の可否に関して売主の損害軽減
義務が問題となる場合があげられる。この場合，売主には目的物を転売す
ることによって損害を縮小する義務があるものとされ，合理的な努力を払
ったにもかかわらず相当な価格で転売できなかった場合に限り，本来の契
約上の代価を請求できるとされている。
(28)
② 売買に関しては，債権者（買主）が目的物の瑕疵を知り得べき場合
に，目的物の選択や使用方法に誤りがあった場合に関して，次のような判
例がある。
Wavra v. Karr 事件
(29)
（ミネソタ州最高裁判所 1919年４月17日判決）
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(27) 宮守則之『アメリカ契約法入門』105106頁（中央経済社，1998）
(28) 内田貴「強制履行と損害賠償 「損害軽減義務」の観点から 」
法曹時報42巻10号2648頁 (1990)
原告・買主は被告・売主の代理人たる穀物商人から麦の種子を購入した。
その代理人から原告の荷馬車の箱へと種子が噴入（噴射器のようなもので
大量の種子を入れたようである）される際，原告はその場でその種子がし
なびて乾燥しており，粗悪有害なもので充ちており，大部分が播種目的の
ためには無価値なことを知っていた。しかし，原告はあえてその種子を購
入し，土地に播種したが，必然不可避的に不作を生じた。原告は，損害賠
償を請求したが，裁判所は,「原告はその種子の粗悪なことを十分知りな
がら購入したものであり，本来はその受領を拒絶すべきであった」として，
買主である原告の損害軽減義務を認めている。
③ また，同じ売買契約でも継続的な供給契約において損害軽減義務が
争点となった興味深い判例があるため，以下に概略を紹介しておく。
Krauss v. Greenbarg 事件
(30)
（第三巡回区上訴裁判所 1943年７月16日判
決）
ペンシルベニア州における事例であるが，Ｙは毎月一定数の脚半（ゲー
トル）を納入する契約を合衆国陸軍省と締結していた。この契約には，脚
半納入の時期と数量および履行遅滞に対しての１日当たりの違約金が定め
られていた。一方，同日付でＹは，脚半製造に必要な帯紐の供給を受ける
契約を原告Ｘと締結した。ところが，ＸのＹに対する帯紐の納入の遅れが
あったため，Ｙも陸軍省に対して約定数量の脚半の納入に遅れが生じ，Ｙ
は陸軍省に対して違約金を支払わなければならなくなった。そのため，Ｙ
はＸに対する商品代金の支払を留保していたところ，ＸはＹに対して納入
商品の代金の支払を求めて提訴したものである。これに対してＹは，そも
そもＸの契約違反によりＹが違約金を支払うことになったのであるからと
いう理由で，Ｙが被った損害の賠償をＸに求める反訴を提起した。同時に，
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(29) Wavra v. Karr, 142 Minn. 249, 172 N. W. 118 (1919).
(30) Krauss v. Greenbarg et al., 137 F. 2d 569 ; 1943 U. S. App. (1943).
Ｘは，Ｙには損害軽減義務があるとし，この点も争点のひとつとなった。
すなわち，契約によればＹは陸軍省に対して，不可抗力等による納入遅延
の旨を申し出れば，違約金の支払いを回避できたにもかかわらず，Ｙがそ
れを怠った。したがって，Ｘに対して違約金相当額の賠償を請求できない
と主張した。
結局，当裁判所は，Ｙの本件遅滞に関しては上記契約条項が適用される
ものではなく，Ｙの履行期延長を認める根拠とはならない，という原審の
判断を支持したために，Ｙにとって損害を避けることができなかったとい
う結論であり，Ｘの請求は棄却されている。
本件においては，債権者の損害軽減義務（ここでは,「損害回避義務」
という方が適切かも知れない）が争点のひとつとなり，売買契約において
は同義務が古くから主張されている。本件では，結論として損害軽減義務
については上述のごとく，避けることのできなかった損害であると認定さ
れ，損害軽減義務の発生の余地はないものとして斥けられている。ただ，
陸軍省との契約で認められるような場合であれば，Ｙはその申請をして納
入時期の延長が可能であったはずであり，違約金の支払というＹ自身の損
害も避けられたものと解されている。
④ 雇用契約に関しては，不当解雇の場合において被用者が他で働いて
収入を得べき義務について次のような判例がある。
Sharpless Separator Co. v. Gray事件
(31)
（オクラホマ州最高裁判所1916年12
月19日判決）
被用者である原告は使用者である被告と1914年１月１日より1915年１
月１日までの１年間の雇用契約を締結し，給与は月額125ドルとした。被
告は原告に何らの過失がないのに解雇し，1914年６月１日から給与を支
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(31) Sharpless Separator Co. v. Gray, 62 Okl 73 (1916).
払わなかったため原告がその支払いを求めて本件の訴えを提起した。そこ
で被告は，原告が他で働いて収入を得てその損害を軽減すべきことを主張
した。この点につき，本判決では次のように判示している。雇用契約違反
に対する訴えにおける原告の回復権の範囲はその労務についての雇い主の
支払う約定額であるが，それは同じ性質の他の仕事を確保することによっ
てその期間中得ることができたか，または合理的な注意と努力によって得
ることができたであろう額だけ減額される。しかし，原告は他の仕事を確
保することができなかったことを申し立てることもまた立証することも要
求されない。そして，その立証責任は使用者である被告にあるとしている。
すなわち，損害軽減義務の考え方そのものは認められるが，本件の場合，
その立証責任はあくまで使用者側にあるものとしている。
⑤ また，雇用契約に関して次のような例も挙げられている。
たとえば，高級フランス料理店がそこで働いていたシェフ長を違法に解
雇したとする。彼は他の高級フランス料理店で働くような努力をしなけれ
ばならない。彼は，損害賠償として請求する給料の中から他の高級フラン
ス料理店で働いた給料分を差し引かなければならない。しかし，彼は汚い
居酒屋で働く必要はないし，ましてタクシーの運転手をする必要もない。
(32)
⑥ 不法行為に関する例としては次のようなものがある。
牧場の柵を焼失させられた者が，そこから逃亡した家畜の損害をも賠償
請求できるか，という件につき損害軽減義務が争われた事例である。
Wisconsin & Arkansas Lumber Co. v. Scott 事件
(33)
（アーカンソー州最高裁
判所 1924年12月22日判決）
被告の失火により原告の牧場の柵を焼失させたので，原告は柵の代金と
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(32) 宮守・前掲注(27)106頁
(33) Wisconsin & Arkansas Lumber Co. v. Scott, 167 Ark. 84, 267 S. W. 780
(1924).
ともに逃亡した家畜の損害をも賠償請求したが，原告には柵の消失を知っ
た後，すみやかに家畜の逃亡を防止する通常の注意をする義務がある，と
判示されている。すなわち，被告の過失が柵の破壊を生ぜしめたときでも，
家畜の逃亡を防止することができた時に原告がその破壊を知り，家畜の逃
亡を防ぐことができた場合には，家畜の逃亡による損害の原因は原告自身
の過失である，としている。そして，財産所有者は損害より彼の財産を保
護するために合理的に必要なことは如何なることでもなす義務があり，合
理的な支出によって損害を避け又は減少し得たのに，損害を生ずるに任せ
ておいて全損害の賠償を請求することはできない，としている。
⑦ 本来，賃貸借と契約とは別個独立した概念であったが，近年に至り，
本稿におけるような不動産の賃貸借においても，契約法の原則が考慮され
るようになってきたため，本来契約法の考え方であった損害軽減義務の法
理が適用されるようになってきた。これに関しては，谷口教授の論文にお
いても次のように述べられている。
家屋賃借人が約定の賃借期間前に明渡し，残りの期間の賃料を支払わな
い場合に，貸主が明渡しを承諾せず，賃料を請求する場合に関し，判例は
原告 (貸主) の訴を契約違反に対する損害賠償の訴として見る立場と，厳
格に，約定延滞賃料の請求として見，損害賠償の請求とは見ない立場とに
分かれ，前者の立場をとる場合には，原告は合理的に避け得たであろう損
害は之を回復し得ないとし，後者の立場をとる場合には避け得たるべき損
害についても回復請求をなし得るものとしている。
(34)
すなわち，損害賠償と
みる立場であれば，損害軽減義務が肯定されるが，単なる延滞賃料とみる
立場であれば，同義務は否定されることになる。
具体的には，特に1970年代からニューヨーク州
(35)
やアーカンソー州の判
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(34) 谷口知平「損害賠償算定における損害避抑義務」『我妻先生還暦記念
損害賠償責任の研究 (上)』242頁（有斐閣，1957）
例において貸主の損害軽減義務がみられるようになり，1995年時点では
22の州において一般的義務として成文法化している。
(36)
これは賃貸借（賃
借権の設定）という，アメリカ法においては物権法的性格をもつ分野に，
損害軽減義務という契約法的（債権法的）思考を取り入れて，当事者間に
法的解決の妥当性（ないしは融合性）を図ろうとした結果ではないかと思
われる。
(37)
なお，損害軽減義務については，日本でもその議論がなされており，同
義務がわが国の判例の中にすでに法原理として存在しているのではない
か等
(38)
いくつかの論説
(39)
が見られる。それらの展開について詳しくは後の第六
章において述べてみたい。
損害賠償における債権者（ここでは貸主）の損害軽減義務に関しては，
アメリカの判例において比較的顕著に見られる考え方
(40)
であると思われる
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(35) ただし，ニューヨーク州においては，1995年に至り再び損害軽減義務
を認めない判決が続いており今日に至っている。詳しくは後記第四章を参
照されたい。
(36) これについては，第五章２(２)②において詳述しているので，そちら
を参照されたい。
(37) なぜ賃貸借に債権法たる契約法上の責任を適用するようになったかに
ついては，後記第五章２で検討してみたい。
(38) 内田・前掲注(28)2655頁
(39) 前掲注の内田，谷口の他に，吉田和夫「債権者の損害避止義務及び損
害拡大防止義務について」ジュリスト第866号78頁以下（1986)，斎藤彰
「契約不履行における損害軽減義務 損害賠償額算定の基準時との関連に
おいて」石田・西原・高木還暦記念論文集 (中)『損害賠償法の課題と展
望』51頁以下（日本評論社，1990）に詳しく述べられている。
(40) アメリカにおける貸主の損害軽減義務については，以下の文献に詳し
く記載されている。
Brown, A Landlord’s Duty to Mitigate in Arkansas : What It Was, What It Is,
and What It Should Be, 55 Ark. L. Rev. 123 (2002).
Barker, Commercial Landlord’s Duty Upon Tenants’ Abandonment－To
（なお，貸主の損害軽減義務の歴史的背景や展開，現代における位置付け
等については後述第五章２(２)②～⑤を参照のこと)。以下に主として貸
主の損害軽減義務が問題になった判例を紹介する。
（１）Grayson v. Mixon 事件
(41)
（アーカンソー州最高裁判所 1928年４月16
日判決）
本件は，あるホテル用の建物を期間５年で賃貸したのであるが，借主の
事情により１年４ヶ月経過の時点で中途解約をして建物を明け渡したため，
貸主が契約期間の残存期間分の賃料相当額の支払いを求めて訴訟を提起し
たものである。
事実関係は次の通りである。
1926年１月１日，上訴人・貸主 Grayson（以下,「貸主」という）は被
上訴人・借主 Mixon（以下,「借主」という）と賃貸借契約を締結した。
目的物は，アーカンソー州 Ouachita 郡 Stephens 市所在のホテル用建物
であった。契約期間は５年，年間賃料は3,000ドル，ただし12ヶ月で割っ
て毎月250ドルを前月末日に前払いするという条件であった。借主は目的
物の引渡しを受けた後，ホテルを経営し続け，もちろん賃料も支払ってい
た。ところが，借主は ’27年４月11日に，ホテル経営を止めて同年５月１
日には建物を明け渡し，以後の賃料については支払わない旨を，貸主に書
面にて通知したのである。そして，同年５月１日に建物を明け渡したため，
貸主は，借主に対して約定違反を犯していると主張し，残存期間分の賃料
支払いを求めて訴えを起こしたのである。支払請求額は，３年８か月分で
あり，総額11,000ドルであった。
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Mitigate ?, 20 Iowa J. Corp. L. 627 (1995).
なお，日本の文献としては，前掲注(39)参照。
(41) Grayson v. Mixon, 176 Ark. 1123, 112728, 5 S. W. 2d 312, 314 (1928).
これに対し，借主は中途解約は違反であり何らかの損害を支払う覚悟は
あるが，貸主においても目的物を取り戻した後，他の借主に賃貸して賃料
を得ることができるのだから，いわゆる貸主の損害軽減義務もあるのでは
ないのか，あるとしたら，その分を請求額から控除する等斟酌すべきであ
るとして争ったのである。
そこで本判決ではその判決理由の中で，借主が中途解約して明渡しがあ
った場合に貸主が取るべき手段が３つあることを明示している。すなわち，
①貸主は目的物を空室のままにしておき，借主に対して残りの期間の賃料
請求の訴訟を提起することができる，②貸主は賃貸借を終了させて，目的
物を新しい借主に賃貸することができる，③貸主は新しい借主を見つけて
（原賃貸借は終了させないで)，従前の借主名義で転貸し，原賃貸借との
賃料との差額が出たら，その差額分について従前の借主に請求することが
できる，の３点である。以上貸主はいずれの手段を選ぶのも自由であると
して，本判決では貸主の11,000ドルの請求を認めている。そして，借主が
主張する貸主の損害軽減義務については何ら触れることなく，貸主の請求
を認めたのである。
本判決を見れば分かるように，この時代には，裁判所においては未だ貸
主の損害軽減義務に関してあまり問題視されていなかったようである。
(42)
（２）Browne v. Dugan 事件
(43)
（アーカンソー州最高裁判所 1934年６月25
日判決）
本件は，アーカンソー州ホット・スプリングス Hot Springs において，
原告・貸主である Dugan 夫人（以下,「貸主」という）が，その所有する
論
説
法と政治 61巻 1・2号 (2010年 7月) 131(142)
(42) Brown, A Landlord’s Duty to Mitigate in Arkansas : What It Was, What It
Is, and What It Should Be, 55 Ark. L. Rev. 123 (2002).
(43) Browne v. Dugan, 189 Ark. 551, 74 S. W. 2d 640 (1934).
オフィス・ビル（以下,「本件目的物」という）を14のテナント（以下,
「借主ら」という）に賃貸したが，借主らが本件目的物内の電気，ガス，
水道，暖房，エレべーター等（以下,「本件設備」という）に不具合があ
り，その修理・改善等を貸主に要求したにも関わらず，貸主がその履行を
なさなかったことを理由に，借主らが本件目的物の賃貸借を中途で解約し，
明渡しをしたため，貸主が残存期間分の賃料相当額の支払を求めて提訴し
たものである。なお，各借主ごとの契約期間や賃料の月額，残存期間等の
詳細は不明である。
原審は，借主らの主張を認め，本件設備の修理・改善等の不作為は貸主
の契約上の債務不履行であるため，借主らの中途解約・明渡し行為を正当
なものと認めたため，貸主は当裁判所へ上訴したものである。
当裁判所においては，貸主側の証人（本件目的物であるビルの管理人
King 氏）の証言を求めた。King 氏の証言によると，借主らからは何も特
別な苦情は受けていないし，苦情があったとしても借主ら自身のオフィス
や設備の使用方法の誤りが原因であったと説明されている。また，その証
言の中で，借主らからの明渡しの通知を最初に知ったのは，借主らが既に
退去した後であったり，あるいはその行為の最中，すなわち引っ越しの最
中であったりということも明確になってきた。そして，証拠によれば，次
に移る新しいビルというのは，借主らが本件目的物を賃借している時にお
いては建設中であった。この新ビルはメディカル・アート・ビル Medical
Arts Building という名称で知られており，大規模で現代的なものであっ
た。そして，借主らが本件目的物を放棄する相当前に，既に当該新ビルを
借りる契約をしていたのである。
また，借主らは自分たちが本件目的物を明け渡した後，貸主には新しい
次のテナントを見つけてその損害を軽減する義務があり，それによって得
られるであろう賃料収入額を貸主の請求額から差し引いて考慮すべきであ
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る旨をも主張したが，当裁判所においては，上記証言や証拠に基づき，特
に借主らの明渡しの通知が退去した後あるいは引っ越しの最中であったこ
とを借主らの背信的行為と認め，前期貸主の損害軽減義務の存在の主張を
退けて貸主の請求を認め，原審を破棄し差戻しの判決を下している。
思うに，本件においては，旧型の設備のビルを賃借してしまった借主ら
が，近くに新しいビルができるということで，貸主の了解も得ずに，明渡
した後や明渡しのための引っ越しの最中に中途解約と明渡しの通知をした
ことが契約当事者として背信的であり，かえって借主にとって不利な原因
を自ら作出している。そのため，裁判所は上記のごとく貸主の損害軽減義
務を考慮することもなかったものと思われる。
このように，たとえばアーカンソー州では当初，損害軽減義務について
は否定的であり，また，その後，(７)で後述する’91年の Weingarten 事件
まで，貸主の損害軽減義務について直接には判断されてこなかった。しか
し，近年に至り，アーカンソー州に限らず，アリゾナ，カリフォルニア州
等の諸州において，以下のように損害軽減義務に関し一定レベルでこれを
認める判決が出現しており，また22の州においては同義務が成文法化さ
れている（詳しくは，第五章２(２)②を参照のこと)。
（３）B. L. Wohl v. Michael Ｙelen 事件
(44)
（イリノイ州上訴裁判所1959年９
月14日判決)
本件は，居住用建物（アパートメント）の１室を１年契約で賃貸借をし
たが，借主がその期間途中で貸主に対して転貸の申請をしたものの，貸主
がこれを拒否したため，借主は目的物を明け渡し，貸主は残存期間分の賃
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(44) B. L. Wohl v. Michael Yelen, 22 Ill. App. 2d 455 ; 161 N. E. 2d 339 (1959).
料等の請求訴訟を起こしたものである。原審は貸主である原告の請求を認
めたが，上訴審である本判決においては原審を破棄し，より審理をつくす
ように指示して，原審に差し戻しをしている。
事実の概要は次の通りである。
被告・借主は1957年４月に本件目的物であるアパートメントを賃借し，
その期間は1958年４月30日までの１年間であった。ところが，期間の途
中で借主は目的物を使用する必要がなくなったため，貸主に対して他の借
主に転貸したい旨とその許可を求めた（既に述べたように，借主は賃借権
の譲渡や転貸は自由にできたはずである。しかし，本件契約においては譲
渡・転貸に関して貸主の許可を必要とする条項があったため，借主はその
許可を求めたようである。しかし，後述するように当該条項は無効と判示
されている｡)。ところが，貸主はこれを拒否したため借主は ’58年１月１
日，残存期間を４ヶ月残して目的物を明け渡した。そこで，原告・貸主は
’58年の１月分の賃料及び管理費等諸経費計237.5ドルの支払請求の訴訟を
原審裁判所であるシカゴ市裁判所に提起し，勝訴している。そして，30
日以内に被告・借主は判決を不服として自らの行為（転貸が認められなか
ったため明け渡しをした行為）の正当性を主張する宣誓供述書 (affidavit)
をシカゴ市裁判所に提出したが，同裁判所において否認されている。
本上訴審においては，上記原判決を破棄し，差戻しをしているが，その
判決理由の骨子は次のようなものである。
１．本件賃貸借契約にあるような貸主の同意なき転貸の禁止という条項は，
貸主に対してのみ一方的に有利なものである。したがって，貸主には転
借人に対して特別な異議（転貸を認めない正当な理由）でもない限り，
申し出のあった転貸借を承認する義務があること。そして，転貸借を拒
否できる正当な理由とは，借主から申し出のあった転貸の期間が残存期
間を超えており，貸主が残存期間経過後には目的物を売却しようと計画
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していたような場合のみであるとしている。
２．貸主には基本的に損害軽減義務がある。本件の場合，貸主は明渡しを
受けてから目的物の新しい借主を見つけるべく，地方紙に賃貸の広告を
掲載し，また物件そのものにも「貸します (For Rent)」の看板を掲示
しており，一応努力義務は履行しているものとされている。
３．貸主は，借主の中途解約によってそれ以降の賃料を全く得られないも
のではなく，賃料相当額として一定の損害額を得ることはできるものと
している。その損害の基準額というのは，約定の賃料相当額であり，ま
たそれは貸主が目的物を取り戻したあとの正当な使用（他の新しい借主
への再賃貸）によって得られたであろう金額を下回らない額であるとし
ており，貸主の損害請求については一応認めている。ただし，上記のご
とく借主からの転貸の申し出を正当な理由なく認めなかったことにつき，
一定レベルでの減額を考慮すべきものであると判示している。
本判決は，賃貸借期間中の借主の転貸借の申出に対する貸主の拒絶に
関して，前述のごとく正当な理由がなければ貸主には転貸借の承認をす
る義務があること，また転貸借の承認が得られずに借主が目的物を明渡
した後の貸主の目的物の取戻しは，借主の目的物放棄を容認したものと
はいえないと判示した事案である。なお，当時のイリノイ州においては，
貸主の損害軽減義務について定着した考え方はないということも判決理
由の中で示されている。ただ，本判決は関連事項としてではあるが，貸
主の損害軽減義務の存在については明確に肯定している。
（４）Harry G. Meyer and Iris G. Meyer v. David M. EVANS and Richard
David Nelson 事件
(45)
（ユタ州最高裁判所 1964年10月16日判決）
本件は，戸建住宅の賃貸借において，借主が契約期間満了まで数ヶ月を
残して明渡したため，貸主が残存期間の未払賃料相当額の支払いを求めた
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事案であるが，借主の方からも，明渡し後，貸主が目的物を取り戻したこ
とによって当該未払賃料の支払いは免除されたものであるとし，また，仮
に貸主が未払賃料相当額の支払いを請求するにしても貸主には損害を軽減
する義務があり，その点も考慮して請求額を斟酌されなければならない，
と反論したものである。
借主の上記契約期間中途での明渡しは，貸主に通知することもなく行わ
れ，貸主は借主から鍵を受け取ることもなかった。明渡しに気付いた貸主
は目的物を取り戻したのであるが，裏口の扉の鍵を取り戻したものの正面
玄関の鍵は取り替えることなく，新たな借主を募集するための広告を行い，
またその後しばらくしてからは売却する広告まで行ったのである。
原審では，貸主に対して何の通知もなく目的物を明渡した後，貸主がそ
れを取り戻した行為は，借主の未払い賃料の支払いを免除するものではな
く，また，上記の事実関係における貸主の積極的な行為を考慮すると，貸
主はその損害軽減義務を果たしているものといえると判示し，原告である
貸主の未払賃料相当額の請求を認めている。
そして，本判決においてもこの考え方を支持し，原告・貸主の請求を認
めたのである。
（５）Sylvia R. Scheinfeld et al. v. Muntz TV, Inc. et al. 事件
(46)
（イリノイ州
上訴裁判所 1966年１月13日判決）
本件は，転貸借が行われた事業用建物において，転借人が事業不振のた
め代替の転借人を入居させようとしたが，貸主から拒絶され，結局，転借
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(45) Harry G. Meyer and Iris G. Meyer v. David M. EVANS and Richard David
Nelson, 16 Utah 2d 56 ; 395 P. 2d 726 (1964).
(46) Sylvia R. Scheinfeld et al. v. Muntz TV, Inc. et al., 67 Ill. App. 2d 8 ; 214
N. E. 2d 506 (1966).
人は契約期間を２年程残して明渡しをした。
(47)
そして，貸主は借主（転貸人）
に対して残存期間分の賃料相当額の支払請求の訴を起こしたものである。
これに対して借主（転貸人）は転借人に対して同様の支払請求の訴を提起
し，２つの訴を併合訴訟として審理した事案である。
原告・貸主である Greenleaf 社は，シカゴ市 Greenleaf 通り1810番地に
倉庫を所有していた。1956年１月30日，原告は被告 Muntz TV 社（以下,
「被告 Muntz 社」と称す）に対して，期間10年の契約で当該倉庫を賃貸
した。４年３ヵ月後の1960年４月26日，被告 Muntz 社は原告の書面によ
る同意を得て，当該倉庫を同一賃料で Breuer Electric 社（以下,「被告
Breuer 社」と称す）に転貸した。原告の転貸に関する同意書には，それ
以上の転貸に関しては（更なる）書面による同意を必要とするものと規定
されていた。その後，被告 Breuer 社は事業不振に陥り，目的物の転借を
継続することが経済的に困難になってきたのである。そのため，転借から
約４年経過した ’64年２月，被告 Breuer 社は，同じ用途で今までより安
い賃料ではあるが，十分に評判もよく負担能力もある Calumet 社へ更に
転貸することを求め，被告 Muntz 社（借主）と原告（貸主）にその承諾
を要求した。なお，被告 Breuer 社は賃料の差額については，自ら補填す
る旨意思表明している。被告 Muntz 社は原告が承諾するなら，転貸を認
めるとした。ところが，原告はこの再転貸を認めなかったため，被告
Breuer 社は倉庫を明け渡し，賃貸借から生じる義務は終了した旨を被告
Muntz 社と原告に通知すると共に，被告 Muntz 社には損害軽減義務があ
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(47) 既に述べたことであるが，アメリカ法においては賃貸借期間中にお
ける借主の賃借権の譲渡や転貸借は，原則として貸主の承諾がなくても自
由に行える。しかし，実務的には特に事業用建物において，本件のように
貸主の同意や承諾を必要とするという特約を結んでいることが多い。これ
は，貸主の意図している用途とまったく異なる業種のテナントが入居する
ことを防止する目的のようである。
るものと主張した。これは，被告 Breuer 社に対しては，被告 Muntz 社
が貸主となるからである。一方，被告 Muntz 社は原告である貸主
Greenleaf 社と自身の賃貸借に関して，原告（貸主）に対し，同様の通知
と主張をしたものである。
そこで，原告は被告 Muntz 社に対して残存期間（約２年）分の賃料相
当額の支払請求を提訴し，被告 Muntz 社は転借人である Breuer 社に対
して同様の支払請求の訴を起こしたもである。
本判決においては，被告 Muntz 社には，貸主である原告への残存期間
分の賃料相当額の支払の責があることを認めると共に，被告 Breuer 社に
対しても同様に，転貸人である被告 Muntz 社への支払の責があることを
認めた。同時に，賃貸借においては貸主に損害軽減義務がないという考え
方が特に認められるものでもないので，損害軽減義務を認める契約法の考
え方が賃貸借にも適用されるとし，上記賃料相当額の支払額算定において
斟酌されるべきである，としている。したがって，賃料相当額の支払請求
のみを認めた原判決を破棄し，より審理を重ねるように差戻をしたもので
ある。
（６）Nancy Gould v. Frank Vitiello 事件
(48)
（フロリダ州上訴裁判所1988年
６月15日）
本判決は，借主が契約期間途中で事業用建物（業種等詳細不明）を放棄
したが，貸主が原契約の約定賃料以上の賃料にて他の借主に再賃貸してい
たため，貸主からの従前の借主に対する残存期間の未払い賃料の請求を棄
却したというものである。
事件の概要は次のとおりである。
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(48) Nancy Gould v. Frank Vitiello, 526 So. 2nd 1018 (1988).
借主 Gould は，1981年９月11日，期間１年（’81年10月１日から ’82年
９月30日）にて事業用建物の賃貸借を貸主 Vitiello と締結した。’82年と
’83年に各々１年間の延長更新をした。’84年９月25日，賃貸借は更に３年
間（’84年10月１日から ’87年９月30日）の期間で，月額1,000ドルの賃料
にて更新されている。ところが，借主は期間途中の ’86年１月に目的物を
明け渡した。そこで，貸主は他の借主を探して目的物件を賃貸すると共に，
借主 Gould に対して未払賃料の支払い請求を求めて本件訴を提起したも
のである。
本件では，借主が契約期間途中で建物を明け渡したため，貸主が契約残
存期間分の賃料の支払いを借主に求めた点では，上述してきた判例と同じ
であるが，貸主は明渡しを受けた直後から，当該建物を他の借主に再賃貸
し，しかも従前の契約における賃料以上の収入を得ていたことから，貸主
の上記賃料請求は退けられた。
判決理由の中で，貸主が取り得べき選択肢として３つあげているが，そ
の中に,「貸主が目的物を取り戻し再賃貸をした場合，その賃料が従前の
契約の賃料よりも低ければその差額について借主にその責を負わせること
ができる」という項目がある。これは逆に，再賃貸の賃料が従前の賃料よ
りも高ければ，貸主はもはや従前の借主に対して，中途解約に伴う損害賠
償は請求できないという解釈である。
第五章２で後述するように，アメリカにおいては1970年頃から貸主に
損害軽減義務が課せられる州が多く現れ，1995年の時点では22の州にお
いて同義務が成分法化されている(第五章２(２)②参照)。ただ，同義務を
履行した結果，本件のように受けた損害を補填してなお余りある場合には，
もはやその賠償を請求することはできないものと判断されている。
論
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（７）Weingarten v. ABC Interstate Theatres 事件
(49)
（アーカンソー州最高裁
判所1991年７月17日判決）
本判決は，貸主の損害軽減義務につき，一定のレベルでそれを認め，損
害額算定について問題ありとして原審へ差し戻したものである。
1975年６月10日，貸主 Weingarten /Arkansas, Inc.（アーカンソー州の
州都リトル・ロックのショッピング・センター所有者，以下「貸主
Weingarten」と称す) は，借主 ABC Interstate Theaters, Inc.（映画館を
経営する企業，以下「借主 ABC」と称す) に対し，12,000平方フィート
（約1,080m2）を，期間25年，年間賃料54,000ドル（支払いについては月々
の分割賃料4,500ドルを12カ月間支払う）という条件にて賃貸した。さら
に，借主 ABCは売上高が年間540,000ドルを超えた場合には，その売上高
の超過分の10％相当額を賃料に上乗せして支払うことにも同意した。い
わゆる売上歩合をも加算するという約定である。その後，1978年，借主
ABCは Plitt 社に転貸し，さらに1981年には Plitt 社への転貸をやめて，
Warco 社に転貸して映画館の経営を継続したのである。
ところが，Warco 社は，1986年７月に賃料の不払いに陥り，借主 ABC
から貸主 Weingarten への賃料支払いも滞ることとなった。
そこで，貸主 Weingarten は借主 ABCと転借人２者を相手取り，1987
年３月，賃料支払請求訴訟を起こすと共に，目的物件の取り戻しの許可書
（占有許可書，a writ of possession）の発行をも求めた。
同年５月５日，第一審裁判所は，貸主 Weingarten に対して占有許可書
を発行している。それ以後，貸主 Weingarten は当該フロアーの最適賃料
を決定するために市場調査を行い，有望な多くのテナントと交渉を始めた。
特に２つの小売店と賃貸借の交渉をし，うち１店は8,000平方フィート
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(49) Weingarten /Arkansas, Inc. v. ABC Interstate Theatres, Inc. et al., 306
Ark. 64 ; 811S. W. 2d 295 (1991).
（約720m2)，もう一店は残りの4,000平方フィート（約360m2）であり，
単位面積あたりの賃料も従前の借主よりも高額であった。
借主 ABC他２者は，貸主 Weingarten が ’86年８月（転借人 Warco 社
が賃料不払になった翌月）から損害軽減義務を怠っており，また契約の残
存期間（2000年までの13年余りの期間）についての借主 ABC他２者の賃
料支払債務については，貸主 Weingarten が上記小売店２者に賃貸した時
点（1987年，月日は不明）から消滅したものと主張した。
一，二審共，’86年８月から上記小売店２者がテナントとして出店する
までの期間（正確には不明だが，約１年数ヶ月）についての借主 ABC他
２者の賃料支払債務については認めたものの，その後の賃料支払債務につ
いては認めなかったため，貸主 Weingarten が上告した。
アーカンソー州最高裁判所においては，州として本判決にて初めて貸主
の損害軽減義務につき一定レベルでこれを認めた。すなわち，本件では，
’86年８月から ’87年５月５日（貸主が目的物件の占有許可書を得て取り戻
せる状態になった時点）までの借主の賃料支払債務については認めたが，
同年５月６日以降の賃料支払については，貸主が目的物の占有を取り戻し
たのであるから，貸主にも積極的に他のテナントを見つけて再賃貸する等
の方法で損害を軽減する義務が発生しているものとし，損害金額の算定に
つき疑義があるとして原審に差し戻したものである。
なお，アーカンソー州においては，前記(１) (２)に見られるように初
期（1920～1930年代）の Grayson 事件や Browne 事件では貸主に損害軽
減義務はないものと判示されていたが，本判決以降，同義務を認めるよう
になっている。
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（８）Austin Hill Country Realty, Inc. v. Palisades Plaza, Inc. 事件
(50)
（テキサ
ス州最高裁判所1997年７月９日判決）
貸主である Palisades Plaza 社（以下,「貸主パ社」と称す）は，テキサ
ス州オースティンにおいて４つのオフィスビルから成る複合ビルを所有し，
賃貸経営していた。1992年９月15日，貸主パ社と借主オーステｲン・ヒル
・カントリー他３者（以下,「借主４者」と称す）は，同ビルの一部のフ
ロアーにつき５年の期間にて賃貸借契約を締結した。賃料は，１年目は月
額3,128ドル，２,３年目は12.5％増の同3,519ドル，そして４,５年目は更
に11.1％増の同3,910ドルという約定であった。本賃貸借契約に当たって
は，貸主パ社は借主４者の指示に従い目的物件の改修工事を負担すること
になっており，その工事終了後の92年11月15日から賃貸借が開始される
ことになっていた。92年10月半ばには貸主パ社は改修工事をほぼ終えて
いたのであるが，最終段階において借主４者の指示に食い違いが見られ，
工事を一時中止せざるを得なくなったのである。貸主パ社は借主４者に対
して，賃貸借の意思表示も含め，統一した指示を出す代表者を決めてほし
い旨，文書にて通知したが，借主４者からは何の返答もなく上記賃貸借開
始日を徒過したのである。そこで，92年11月19日，貸主パ社は借主４者
に対し，代表者を決めなかったという落度はすなわち契約の履行期前にお
ける違反であると通知した。当事者たちは協議の場を持ったものの物別れ
に終わったため，貸主パ社は借主４者を相手取り，賃貸借の履行期前の違
反を原因とした約定期間分の賃料支払いの請求を求めて提訴したのが本件
である。
借主４者は，貸主パ社には自らの損害を軽減するために合理的努力を払
わなければならない義務があるとし，上記請求金額の点で争うこととなっ
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(50) Austin Hill Country Realty, Inc. et al., v. Palisades Plaza, Inc., 948 S.W.
2d 293 (1997).
た。
一，二審においては，貸主パ社側の主張がほぼ認められた。ところが，
テキサス州最高裁においては，借主が賃貸借契約の債務不履行に陥った場
合であっても，貸主にはその損害を軽減すべき合理的努力を払う義務があ
るものとして，請求金額について再度審理させるために差し戻したのであ
る。その理由は以下の通りである。
伝統的なコモンローの規範の下では，確かに貸主には損害軽減義務はな
いものとし，この考え方は，借主というものは賃貸借期間中は目的不動産
の（実質的な）所有者であるという歴史的概念に由来する。したがって，
借主は目的物件を占有する権利を有する限り賃料支払の責を負うものとし，
貸主は何ら損害軽減等の行為をとる義務もなく，約定期間分の賃料を徴収
することができるものとしている。しかし，近年に至って，賃貸借に関し
てはその契約的性質 (contractual nature) が強調されるようになり，賃料
支払条項も他のあらゆる契約上の約束事に過ぎないものと考えられるよう
になってきた，
(51)
としている。そして本件においては契約である限り当事者
の貸主においても（本件のように直ちに目的物件を他に賃貸できる状況下
では特に)，他の契約当事者と同じく自ら損害を軽減することが要求され
るべきであるとし，それが公の秩序にもかなうものであると判示している。
（９）JCBC, L. L. C. v. Rollstock, Inc. 事件
(52)
（ミズーリ州上訴裁判所2000年
６月６日判決）
本件も事業用建物の賃貸借において借主からの中途解約があったため，
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(51) Barker, Commercial Landlords’ Duty Upon Tenants’ Abandonment－To
Mitigate ?, 20 Iowa J. Corp. L. 643 (1995). なお，後記第五章２(２)④にお
いて詳しい分析を行っている。
(52) JCBC, L. L. C. v. Rollstock, Inc., 22 S. W. 3d 197 (2000).
貸主から残存期間分の賃料相当額を請求した点については上述してきた判
例と同じであるが，本件においては更に，次の借主を見つけるための不動
産業者への仲介手数料についても借主に対して請求した事例である。反訴
として借主から貸主に対しては，その損害軽減義務のあることを主張し，
同義務についても争点のひとつとして争ったものである。
事実の概要は次の通りである。
貸主 JCBC・借主 Rollstock 両当事者は1997年１月，事業用ビルの賃貸
借契約を締結した。賃料は月額3,489.19ドルであり，借主から目的物を明
け渡す際には６ヶ月前までの書面による通知を必要とするという約定があ
った。賃貸借の期間は不明だが，この６ヶ月前までの通知によって解約で
きるものとされていた。ところが，1997年11月４日，借主 Rollstock は目
的物件を同年12月末日に明け渡す旨の通知を貸主 JCBC に提出し，実際
同年12月末日に明け渡された。すなわち，解約通知期間の６ヶ月を遵守
せず，結果として借主 Rollstock は，約５か月分の賃料支払いを履行しな
いまま明け渡しをしたこととなった。
借主 Rollstock が目的物件を明け渡した後，直ちに貸主 JCBC は不動産
業者に次の新しい借主を探すように依頼した。その結果，翌1998年２月
13日，Van-Wall 社と５年間の賃貸借契約を締結することとなった。賃料
は ’98年２月については月額2,400ドル，その後の３月からの１年間は同
4,800ドル，その後毎年増額するという内容であった。また，不動産業者
への報酬は，新しい借主である Van-Wall 社から受領する５年間分の賃料
合計額の６％相当額である18,248.40ドルという金額であった。
1998年２月19日，貸主 JCBC は，従前の借主 Rollstock に対して，賃貸
借契約違反に基づく損害賠償請求を提訴した。内容は５ヵ月分の賃料相当
額17,445.95ドル，ならびに不動産業者への仲介手数料18,248.40ドルの合
計額35,694.35ドルの支払請求である。原審は貸主 JCBC の主張の内，５
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か月分の賃料相当額につき認め，上記17,445.95ドルの支払を従前の借主
Rollstock に命じた。
これに対して，従前の借主 Rollstock は，貸主 JCBC の損害軽減義務と
新しい借主 Van-Wall 社からの５か月分の賃料を考慮していないという理
由で上訴した。これに対して判示したのが本判決である。
本判決においては，５か月分の賃料相当額の支払いについては原審どお
り認めている。そして，従前の借主 Rollstock が主張する貸主 JCBC の損
害軽減義務については，一定レベルでその考え方を認めてはいるものの，
その具体的判断を下すに当っては証拠不十分と判示している。
なお，ミズーリ州は貸主の損害軽減義務については原則として認めない
考え方を採用してきた。
(53)
ただ，この考え方も最近は変化している。すなわ
ち，ミズーリ州法 (Real Property Law) では，賃貸借上の借主に債務不履
行があった場合，貸主のとるべき選択肢として次の３つをあげている。
目的物件をそのまま借主の占有の下に置き，賃貸借契約はそのまま生かし
て借主から賃料を徴収する。借主に通知をして，目的物件を取り戻し，
損害を少しでも軽減させるために他の借主に賃貸する。貸主自身の権利
において占有を取り戻し，事実上賃貸借契約を終了させる。
原則として貸主には損害軽減義務はないのだが，いったん貸主が目的物
の占有を取り戻した上で他の借主に賃貸するという意向を借主に通知した
ならば，上記第２項が示しているように，貸主は自ら損害を軽減する義務
を負うことになる。ということは，貸主が一旦，第２項のように目的物件
を取り戻して他の借主に賃貸したならば，貸主は損害軽減義務を受け入れ
たことになるという解釈である。そうでなければ，第１項のように貸主は
当初の賃貸借契約の通り，借主から残存期間分の賃料を徴収することがで
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(53) Brown, A Landlord’s Duty to Mitigate in Arkansas : What It Was, What It
Is, and What It Should Be, 55 Ark. L. Rev. 131 (2002).
きるのである。
（10）Ed Warmack v. The Merchants National Bank of Fort Smith 事件
(54)
（アーカンソー州最高裁判所1981年３月16日判決）
最後に時代はやや逆戻りするが，本件はショッピング・センター絡みと
いう事案であり，興味深いものと思われるため取り上げてみる。本件は，
ショッピングモールの貸主が，そのモールの一部を25年の期間にてドラ
イブイン形式の銀行（drive-in bank，車を降りずにドライブスルーで用を
足せる方式の銀行）に賃貸していたが，10年経過時に借主の都合により
その賃借部分を，貸主の許可を得ずに貯蓄融資会社 (savings and loan as-
sociation) に転貸したため，貸主がその転貸の無効を主張し，借主はその
有効性を認めるように訴えが起こされたものである。
下級審（セバステｲアン衡平法裁判所）においては，当該転貸借につき，
貸主は正当な事由がなければ転貸に同意しなければならないとして借主側
の主張を認め，貸主側の主張を退けた。その後，貸主が上訴し，本判決が
下されたものである。
すなわち，アーカンソー州最高裁においては，当該転貸借に対する貸主
の許可の留保について正当事由がないとは言えないとして破棄差戻を命じ
た。その理由として，まず，目的物件が入居する複合商業施設の賃貸借は，
オフィスビルのような通常の貸主借主の契約ではなく，どのようなテナン
トをどのように配置して一体的に運営するかということ（テナントミック
スという……筆者注）は，ショッピングモールの経営の成功の鍵を握る重
要な事項であるとしている。そして，貸主は目的物件をドライブイン方式
の銀行として使用されるべく賃貸したことは明らかなのに，代わりのテナ
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(54) Ed Warmack v. The Merchants National Bank of Fort Smith, 272 Ark. 166
(1981).
ント（転借人）は貯蓄融資会社であった。しかし，そのようなテナントは
どこのショッピングモールでも見られる代わり映えのしないものであり，
そのようなテナントを入居させることは貸主にとって決して有利に働かな
いと判示している。また，判決理由の中で，貸主が正当事由なく借主の転
貸につきその許可を留保することに関して，その準拠すべき規範をリステ
イトメント
(55)
の中に求めている。すなわち,「正当事由とはならないこと」
の一般的説明において,「公正で信頼できる重要な原因や理由もないこと」
とし，このような用語の理解からするならば，貸主にも転貸を認めない正
当な事由が認められるものとして破棄差戻を命じたのである。
本判決では，借主が他のテナントに自分のフロアーを転貸しようとした
点において，借主が撤退するという意味では，借主からの実質的な中途解
約に等しいが，その転貸を認めれば貸主にとっては損失軽減につながると
いう意味もあったと思われる。そういう観点からするならば，本判決は
AB両方のグループにまたがった意味合いを持つ内容であるともいえよう。
ただ，判示された内容にもあるように，ショッピングモールの経営は，そ
のテナントミックスに成功の鍵がかかっており，顧客集客力の高いテナン
トの撤退（中途解約）は貸主のビル側にとって大きな損失である。したが
って，借主の転貸を認めることが仮に貸主にとって損失軽減につながるこ
とを意味するとしても，ショッピングモールという大型複合施設の経営と
いう特殊性から，借主の勝手な転貸（実質上の借主の撤退）は許されない
ものと判示しており，AB両グループのどちらにも関係する意味合いをも
つ判決と思われ，参考までに最後に紹介したしだいである。
以上，アメリカの建物賃貸借における貸主の損害軽減義務についての判
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(55) Restatement of Property 15.2 (1976)
例をいくつか紹介した。この貸主の損害軽減義務について，それを認める
かどうかは州によって異なるが，全米的な傾向としては認める傾向にある
といえる。
(56)
ただし，全米の中でもオフィスビルや商業施設の一大集積地で
あるニューヨーク州においては，今日でも依然として伝統的なコモンロー
のルールを守り，このような軽減義務が否定され，他にも同様に貸主の損
害軽減義務を認めていない州も多くある。
(57)
特に，ニューヨーク州において
は，1970年代までは貸主にも損害軽減義務を認めない考え方が続いてい
たのだが，1983年以降しばらくの間，その義務を課す判決が続き，その
後95年以降にまた損害軽減義務を認めない従来の法理を維持することを
明らかにし，現在までその考え方が続いている。上述したようにアメリカ
の中でも最大のビジネス地域であり事業用建物の一大集積地であるニュー
ヨーク州であるが，そこでの貸主の損害軽減義務の判例の変遷について考
察することも本稿においては意義深いものと思われ，次に独立した章を設
けて紹介することとしたい。
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(56) 第５章２(２)②で後述するように，アリゾナ，カリフォルニア他計22
の州において，貸主の損害軽減義務を一般的義務として成文法化している。
(57) これは第５章２(２)①で後述するが，ニューヨーク，ペンシルベニア
他計14の州においては，伝統的なコモンローのルールを守り，貸主に対し
て損害軽減義務を認めていない。
論説
Comparison of Japan Law with American Law
concerning
Some Issues of Office Buildings Leases
Koichi TAKEMURA
I supposed the legal issues about cancellations of office buildings leases in
breach of fixed term agreements by tenants and some measures to solve
them in the last paper. This time I’ve tried to introduce how the same legal
issues were discussed academically and decided by the courts in the U. S. A.
The methods are as follows :
1. The explanation of the summary about the legal system of buildings
leases in American Law.
2. The introduction of the cases and theories about the above issues.
3. The introduction about the duty of tenants and the duty to mitigate dam-
ages of landlords in American Law.
4. The comparison with consideration methods in Japan Law.
As a result, the following articles became clear and they indicated the dif-
ference from Japan Law.
1. The tenants have duty to pay rent in the remained term in the case of
tenants’ cancellations of fixed term leases. This has it’s origin in that
leasehold means assignment of ownership to tenants in the fixed term in
American Law.
In the same point at issue, we have not such a consideration of property
right as assignment of ownership to tenants about leasehold in Japan Law.
And building leasehold is just credit, so the duty to pay rent in the remained
term by tenants is not clear.
2. In respect of duty to pay rent in the remained term, there are two consid-
erations as following :
(1) As delayed rent :
Tenants have duty to pay the full amount of the rent in the remained term.
This is the consideration as property right law.
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(2) As damages :
Landlords have duty to mitigate damages by gaining rent income results
from rerenting the vacant premises to new tenants. This is the consideration
as credit law (contract law). That is, in American Law, there are some states
in which the courts adopt contractual consideration about accounting the
damages result from default of leasehold as property right, and this consid-
eration has been settled in some states.
In Japan Law, duty to mitigate damages is not popular. Recently we have
some discussions as to the duty, but there are no cases in the courts of Japan.
I hope that above-mentioned contents will be a help to consider the leasing
statutes of Japan in the future.
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